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１．経営成績 

 

(1)経営成績に関する分析 

 

当連結会計年度における連結経営成績につきましては、資金利益が増加したことや株式市況に恵ま

れたことによる株式等売却益の増加等により、経常利益は前年同期比 31 億 8 百万円増加し 130 億 86

百万円となりました。当期純利益は、前年同期比 30 億 22 百万円増加し 85 億 67 百万円となりました。 

 

平成 28 年 3 月期の業績見通しは以下のとおりです。 

(単位：百万円) 

 平成 28 年 3 月期 

連結ベース 単体ベース 

経 常 利 益 10,800 10,600 

当 期 純 利 益 

（連結ベースは親会社株主に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 ） 

7,100 7,100 

 

(2)財政状態に関する分析 

 

当連結会計年度末の連結財政状態につきましては、預金等(譲渡性預金含む)は、前年同期比696億円

増加し1兆8,930億円となりました。 

一方、貸出金は、不良債権の最終処理を進めるとともに積極的な需資の開拓に努めました結果、前

年同期比 820 億円増加し 1兆 5,555 億円となりました。 

有価証券は、前年同期比 419 億円増加し 4,166 億円となりました。 

これらの結果、連結総資産は前年同期比 1,439 億円増加し、2兆 1,047 億円となりました。 

 

キャッシュ・フローでは、当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前年同期

比 380 億円増加し、995 億円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比 580 億円増加し、668 億円となりました。これは

主に、借用金の純増等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比 390 億円減少し、△274 億円となりました。これ

は主に、有価証券の取得による支出増等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比ほぼ同額の△14 億円となりました。 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 

当行は、銀行としての公共的使命に鑑み、経営体質の強化を図るとともに、内部留保の充実にも意

を用いつつ、配当についても安定的な実施を基本方針としております。 

   当期末の配当金は 1株当たり 4円を予定しております。これにより、当期の配当金は中間配当金の 4

円と合わせて年間 8円となります。 

次期については、年間配当金は 1株当たり 8円（うち中間配当金 4円）を予定しております。 
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2．企業集団の状況 

 
企業集団は、当行、子会社 3 社で構成され、銀行業務を中心に、信用保証業務などの金融サービスを

提供しております。 
 

〔企業集団の事業系統図〕 
   

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）平成 26 年 4 月 1 日において、東日本ビジネスサービス株式会社が、東日本オフィスサービス株式会社を吸収合併しており、当行

の連結子会社は 3 社となりました。 

 

3．経営方針 

 

(1)経営の基本方針 

 

当行は、地域社会の繁栄に貢献し、地域社会から信頼される銀行になり、地域社会と共に発展してい

くことを念願しております。そのため、経営体質の強化改善に努め、地域社会のニーズに積極的にお応

えし、お客さまに満足していただけるサービスを提供することによって、「豊かな町づくり」に奉仕す

るよう努めております。 

 

(2)目標とする経営指標 

 

当行は、平成 26 年 4 月から第 16 次中期経営計画「Value Up 東日本 PARTⅡ～新たな挑戦と飛躍

を目指して～」をスタートさせ、新たな価値向上（Value Up）の実現のために、日本で最大かつ成長

性のある「東京」マーケットへの経営資源の集中度をさらに高めることで収益力の増強を図ることとし

ております。 

本計画の目標計数及び実績は以下のとおりです。 

 

 
計画最終年度目標 

(平成 28 年 3 月期) 
平成27年3月期実績 

貸出金平均残高 1 兆 5,500 億円程度 1 兆 4,833 億円 

預金等平均残高 (譲渡性預金含む) 1 兆 8,300 億円程度 1 兆 7,941 億円 

預貸率 (平均残高ベース) 85％程度 82.6％ 

コア業務粗利益 320 億円程度 317 億円 

コア業務純益 85 億円程度 85 億円 

当期純利益 45 億円程度 85 億円 

コア資本比率 (国内基準) 計画期間中 9％程度 9.0％ 

普通株式等 TierⅠ比率 (国際基準) 計画期間中 8％程度 8.2％ 

㈱
東
日
本
銀
行 

国
内 

子会社３

本店ほか支店 77 出張所 2 

  （※インターネット専用支店 1店舗を含む。） 

東日本ビジネスサービス㈱ 
［当行の事務代行等］ 

東日本保証サービス㈱ 
［信用保証業務等］ 

東日本銀ジェーシービーカード㈱ 
  ［クレジットカード業務等］ 
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(3)経営戦略及び対処すべき課題 

 

平成 26 年 11 月 14 日に株式会社横浜銀行との経営統合検討に関する基本合意書を締結して以降、両

行で統合準備委員会を設置しました。経営統合による新しい金融グループは、グループ各社の強みと特

色を活かし協働することにより、お客さまへの最高の金融サービスの提供を通じて、地域の成長ととも

に企業価値の向上をはかり、信頼される金融グループとして、活力ある未来の創造に貢献することをめ

ざしており、平成 27 年９月の経営統合に関する最終合意、平成 28 年４月の持株会社設立に向けて準備

を進めております。 

今後とも、経営体質の強化及び合理化・効率化を推進し、経営の健全性の確保と業績の一層の向上に

努めるとともに、ますます多様化・高度化するお客さまのニーズに的確に対応してまいる所存でござい

ます。 

 

4．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

当行グループは、日本基準を適用して連結財務諸表を作成しております。なお、国際会計基準の適用

につきましては、諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。 
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(5)継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 

(6)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 

 (会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下、「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25

号 平成 27 年３月 26 日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本

文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給

付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても従業員の平均残存勤務期間に近似

した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従

って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が 72 百万円減少し、利益剰余金が 46 百

万円増加しております。また、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影

響は軽微であります。なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

(7)連結財務諸表に関する注記事項 

 

(未適用の会計基準等) 

 

企業結合に関する会計基準等（平成 25 年９月 13 日） 

   (1)概要 

当該会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に

対する親会社の持分変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③暫定的な会計処理の取扱い、

④当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更を中心に改正されたもの

であります。 

    (2)適用予定日 

当行は、改正後の当該会計基準等を平成 27 年４月１日に開始する連結会計年度の期首から

適用する予定であります。 

   (3)当該会計基準等の適用による影響 

     当該会計基準等の適用による影響は、評価中であります。 

 

(追加情報) 

 

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成 27 年法律第 9 号)が平成 27 年 3 月 31 日に公布さ

れ、平成 27 年 4 月 1 日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることと

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の 35.55%から、平成 27 年 4 月 1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては 32.98%に、平成 28 年 4 月 1日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては 32.25%となります。この税率変更により、一時差異に係る「繰延税金資産」は 560 百

万円減少し、繰延ヘッジに係る「繰延税金資産」は 17 百万円減少し、有価証券の評価差額に係

る「繰延税金負債」は 552 百万円減少し、退職給付に係る調整累計額に係る「繰延税金負債」は

９百万円減少しております。この結果、「繰延税金資産」は純額で 16 百万円減少しております。

また、「その他有価証券評価差額金」は 552 百万円増加し、「法人税等調整額」は 560 百万円増加

しております。「再評価に係る繰延税金負債」は 279 百万円減少し、「土地再評価差額金」は同額

増加しております。 
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(セグメント情報等) 
 

【セグメント情報】 

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．サービスごとの情報 
    (単位：百万円) 

 貸出業務 
有価証券 
投資業務 

その他 合計 

外部顧客に対する 
経常収益 

28,651 6,731 4,611 39,994

(注)一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 経常収益 

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収

益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、記載を省略

しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する経常収益で、連結損益計算書の経常収益の 10％以上を占めるものがないため、

記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１．サービスごとの情報 
    (単位：百万円) 

 貸出業務 
有価証券 
投資業務 

その他 合計 

外部顧客に対する 
経常収益 

28,033 10,856 4,781 43,670

(注)一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 経常収益 

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収

益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、記載を省略

しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する経常収益で、連結損益計算書の経常収益の 10％以上を占めるものがないため、

記載を省略しております。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

 
 
(１株当たり情報) 
 

 
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

１株当たり純資産額 573円11銭 655円17銭

１株当たり当期純利益金額 31円40銭 48円47銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 31円28銭 48円23銭

 

(注) １．１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度末 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度末 

(平成27年３月31日) 

純資産の部の合計額 百万円 101,546 116,226

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 332 396

うち新株予約権 百万円 144 176

うち少数株主持分 百万円 187 220

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 101,214 115,829

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数 

千株 176,604 176,792
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２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 百万円 5,545 8,567

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る当期純利益 百万円 5,545 8,567

普通株式の期中平均株式数 千株 176,611 176,755

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 690 889

  うち新株予約権 千株 690 889

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

 ――――― ――――― 

 
３．「会計方針の変更」に記載のとおり、「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17

日。以下、「退職給付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第25号 平成27年３月26日。以下、「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及

び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて、当連結会計年度より適用し、退職給付会計基準

第37項に定める経過的な取扱いに従っております。 

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額に与える影響は軽微であります。 

 
 
 (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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(4)継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 
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7．その他 

 

役員の異動（平成 27 年 6 月 25 日付） 

 

 

（1）昇格予定取締役 

   専務取締役     小椋 正治（現 常務取締役） 

 

（2）新任取締役候補 

   社外取締役     薄井 充裕（現 ㈱日本政策投資銀行 設備投資研究所長） 

 

（3）新任監査役候補 

   社外監査役     橋本圭一郎（現 塩屋土地㈱ 代表取締役副社長） 

   社外監査役     小池 德子（現 公認会計士） 

    

（4）退任予定取締役 

   現 専務取締役   越阪部勝実（㈱東泉および㈱茨城総合サービス 

取締役社長就任予定） 

（5）退任予定監査役 

   現 常勤監査役   大谷  博（㈱かんそうしん常務取締役就任予定） 

   現 社外監査役   大野 克人 
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新任役員候補経歴書 

 

薄井
う す い

 充
みつ

裕
ひろ

 

生年月日 昭和２８年６月６日 
 

学  歴 
 

昭和５２年 ３月   早稲田大学政治経済学部卒業 
  

職  歴 
 

 
昭和５２年 ４月   日本開発銀行入行 
平成 ４年 ３月   〃 総務部経営計画室副長 
平成 ５年 ３月   〃 地方開発局地域開発調査部副長 
平成 ６年 ７月   〃 地方開発局地域開発企画部副長 
平成 ７年 ３月   〃 総務部副長 
平成１０年 ３月   〃 総務部次長 
平成１１年 ６月   〃 産業・技術部次長 
平成１１年１０月   日本政策投資銀行産業・技術部次長 
平成１３年 ６月   〃 政策企画部長 
平成１５年 ２月   〃 情報通信部長 
平成１６年 ６月   〃 総合企画部長 
平成１８年１０月   〃 関西支店長 
平成２０年１０月   株式会社日本政策投資銀行常務執行役員 
平成２１年 ６月   〃 取締役常務執行役員（経営企画担当） 
平成２４年 ４月   〃 設備投資研究所長委嘱 
平成２４年 ６月   〃 取締役常務執行役員退任 
平成２４年 ６月   〃 設備投資研究所長 
           現在に至る 
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橋本
はしもと

 圭一郎
けいいちろう

 

生年月日 昭和２６年１０月２０日 
 

学  歴 
 

昭和４９年 ３月   一橋大学商学部卒業 
 

職  歴 
 

昭和４９年 ４月   株式会社三菱銀行 
（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

平成 ９年 ６月   〃 赤羽支店長 
平成１０年１２月   〃 フランクフルト支店長 
平成１３年 ６月   〃 国際業務部長 
平成１５年 ６月   三菱自動車工業株式会社 
            代表取締役執行副社長兼最高財務責任者 
平成１６年 ７月   〃 特別顧問（米国販売金融子会社会長兼務） 
平成１７年 ４月   セガサミーホールディングス株式会社 顧問 
平成１７年 ６月   〃 専務取締役（管理本部及び監査室管掌） 
平成１８年 ２月   フィッチ・レーティングス ジャパン ＣＥＯ 
平成２０年 ４月   株式会社アサツー ディ・ケイ 顧問 
平成２２年 ６月   首都高速道路株式会社 代表取締役会長兼社長 
           （最高経営責任者兼最高執行責任者） 
平成２４年 ６月   一般財団法人首都高速道路技術センター相談役 
平成２４年１０月   株式会社ビットアイル 監査役（非常勤）（現任） 
平成２５年１０月   塩屋土地株式会社 社長付顧問（非常勤） 
平成２６年 ６月   〃 代表取締役副社長（現任） 
           現在に至る 
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小池
こ い け

 德子
の り こ

 

生年月日 昭和３７年９月１７日 
 

学  歴 
 

昭和６０年 ３月   一橋大学法学部卒業 
 

職  歴 
 

昭和６０年 ３月   株式会社サンリオ入社 
昭和６３年 １月   株式会社サンリオ退社 
平成 元年 ９月   公認会計士 第二次試験合格（会計士補登録） 
平成 元年１０月   青山監査法人入所 
平成 ５年 ３月   公認会計士 第三次試験合格（公認会計士登録） 
平成 ５年 ６月   青山監査法人退職 
平成 ６年 ９月   山田＆パートナーズ会計事務所入所 
平成 ８年１２月   山田＆パートナーズ会計事務所退職 
平成 ９年 １月   独立開業 
           現在に至る 
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